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平成２３年３月期 中間決算短信(連結)    

会 社 名        三 国 商 事 株 式 会 社                              平成２２年１１月２４日 
コード番号   ８０６２                    本社所在都道府県 
（URL http://www.mikunishoji.co.jp/）                 東京都 
本 社 所 在地        東京都港区浜松町一丁目１０番７号              
代 表 者  取締役社長  井上 純吉 
問合せ先責任者 理事総務部長 武富 和彦             TEL （03）3438－1021 
決算取締役会開催日  平成２２年１１月２４日    
米国会計基準採用の有無  無 

１．２２年９月中間期の連結業績（平成２２年４月１日～平成２２年９月３０日） 

（１）連結経営成績                    記載金額は百万円未満を切り捨てて表示している。 

 売 上 高        営 業 利 益        経 常 利 益        

 

２２年９月中間期 

２１年９月中間期 

百万円    ％ 

１１,９１５(  ２８.８)

９,２５０( △４４.７)

   百万円     ％ 

５９(  ４６.０) 

４０( △８１.１) 

   百万円     ％ 

１４( △４７.３)

２７( △８６.８)

２２年３月期 ２０,７２０     ７０     ７６ 

 

 
中 間 （ 当期 ） 純 利益            

１株当たり中間    
（当期） 純利益 

潜在株式調整後１株当た 
り中間（当期） 純利益 

 

２２年９月中間期 

２１年９月中間期 

   百万円     ％ 

△２１(     ―)

１３( △８７.５)

        円  銭 

△３  ５２ 

２  ２１ 

        円  銭 
         ―   ― 
         ―   ― 

２２年３月期   ５０     ８   ４７          ―   ― 

（注）  1．持分法投資損益 ２２年９月中間期  ― 百万円 ２１年９月中間期  ― 百万円 ２２年３月期  ― 百万円 

2．期中平均株式数（連結）２２年９月中間期 ５,９８１,５７１株 ２１年９月中間期 ５,９８２,０３２株 ２２年３月期 ５,９８１,８２３株 

3．会計処理の方法の変更 有 

4．売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

（２）連結財政状態 

 総 資 産       純 資 産 自己資本比率 1 株当たり純資産 

 

２２年９月中間期 

２１年９月中間期 

      百万円

８,２５３

７,３８６

      百万円

１,６０８

１,６５３

        % 

１８．５ 

２１．４ 

      円  銭 

２５５  ６９

２６４  ５６

２２年３月期 ７,８０５ １,６８８ ２０．７ ２６９  ８２

（注）期末発行済株式数（連結）２２年９月中間期 ５,９８１,４８２株 ２１年９月中間期 ５,９８１,６１５株 ２２年３月期 ５,９８１,６１５株 

（３）連結キャッシュ･フローの状況 

 営 業 活 動 に よ る
キャッシュ･フロー 

投 資 活 動 に よ る
キャッシュ･フロー 

財 務 活 動 に よ る 
キャッシュ･フロー 

現金及び現金同等物
期 末 残 高          

 

２２年９月中間期 

２１年９月中間期 

           百万円

１６

６０８

           百万円

△３

△２

           百万円 

１４１ 

△１,２０７ 

            百万円

９８６

１,１７９

２２年３月期 ３０８ △３０ △１,２１４ ８４４

（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

   連結子会社数 ６ 社  持分法適用非連結子会社数 ― 社  持分法適用関連会社数 ― 社 

（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

   連結（新規） ― 社 （除外） １ 社  持分法（新規） ― 社 （除外） ― 社 

２．２３年３月期の連結業績予想（平成２２年４月１日～平成２３年３月３１日） 

 売 上 高          経 常 利 益          当 期 純 利 益          

 

通 期      

         百万円 

２３,５００

         百万円 

９０ 

         百万円 

５０

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   ８円   ３６銭 

※上記の予想は、現時点で入手可能な情報に基づき算出した値ですので、実際の決算とは異なる可能性 

 があります。なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料の６ページを参照して下さい。 
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１．企業集団の状況 

  当社グループは、当社及び子会社６社で構成され、各種絶縁材料･電子部品･鉄鋼及び電線等の販売を 

主たる事業としております。 

金属事業 

  当事業においては、表面処理鋼板、薄板、電磁鋼板、ブリキ、ステンレス、磨帯鋼等を販売しております。 

電線事業 

  当事業においては、加工付電線、電子機器用電線、巻線、メッキ線、ゴム製品、絶縁線、裸線等を販売し

ております。 

化成品事業 

  当事業においては、銅張積層板、合成樹脂、絶縁材料、フィルム、半導体、電子部品等を販売しておりま

す。 

海外 

海外子会社において上記事業の取扱商品を販売しております。 

事業の系統図は、次のとおりであります。 
 

 
得        意        先 

 
 
 

 
海    外 

   
主要株主 

  
主要株主 

三国（国際）有限公司 
三国（上海）電器件有限公司 
三国永業（天津）国際貿易有限公司 
Mikuni Asia Pacific Pte.Ltd. 
三国貿易（深圳）有限公司 
MIKUNI SHOJI MALAYSIA SDN.BHD. 

日立電線（株） 日立化成工業（株）

 
 

 
当   社 

 
 

金 属 事 業

 
 

電 線 事 業

 
 

化 成 品 事 業

 
 
（注）        は商品販売の流れ、      は商品仕入の流れであります。 
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２．経営方針及び経営成績 

１．経営方針 

（１）会社の経営の基本方針 

    当社グループは、電機･電子機器関連材料を扱う商社として、“いつでもお役に立つ三国商事”を合言

葉に、「顧客第一主義」を基本方針として、①収集した情報の有効活用、②新商品の紹介等提案型営業

に徹すること、③流通や各種サービスの充実、④海外営業拠点の拡充等を通じて当社業務の付加価値を

高め、作り手側と使い手側双方から真に有効であると認められ信頼される商社を目指して、業容の拡大、

発展を図ることを目標としております。 

  

（２）会社の利益配分に関する基本方針 

    当社は創業以来利益確保に努め、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要課題の一つとして認識し

ております。配当につきましては、各決算期の経営成績並びに今後の事業展開を考慮し、安定した配当

を維持・継続しつつ、株主の皆様に還元していくことを基本方針としております。 

    また、内部留保金につきましては、企業体質の強化及び事業拡大の原資として活用し、これがひいて

は将来、安定的配当に寄与していくものと考えております。 

 

（３）中長期的な会社の経営戦略と対処すべき課題 

    当社グループの主要取引先である電機･電子関連業界を中心に、生産拠点の海外移管が続き国内  

生産能力の縮小や現地調達率の拡大等から、国内需要は引き続き低速し厳しい状況が続くものと思   

われます。 

    このような状況下で当社グループは、海外営業拠点（香港･上海･天津・深圳・シンガポール・マレー

シア）の拡充に一層注力して国内の空洞化に対処し、パソコンや携帯電話機等の情報通信分野向け材料

の取扱を増加させることに重点的に取り組むと共に、既に取得いたしております「ＩＳО１４００１」

による環境保全活動及び環境負荷の少ない製品等の仕入･販売の推進及び商社の重要な財産の一つであ

ります「人材の育成」をさらに徹底し、エレクトロニクス分野に強い専門商社を目指したいと考えて 

おります。 

 

（４）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

    当社はコーポレート・ガバナンスの重要性を十分認識し、経営の透明性や公正性の向上に努めるとと

もに、迅速かつ効率的な意思決定を行うことができる経営管理体制を構築すべく取り組んでおります。 

    取締役会は月１回以上開催し、経営に関する方針・計画及び業務執行に関する重要事項を決定すると

ともに、毎月の業績状況等についても執行管理を行っております。 

    監査役につきましては、監査役２名を社外から迎えており、監査役の経営監督機能の充実に努めてお

ります。監査役は、取締役会等重要な会議に出席し、取締役の職務執行を十分監査できる体制になって

おります。また、当社は、新日本有限責任監査法人と会計監査契約を締結して財務諸表の信頼性を確認

し、経営の透明性を確保しております。 
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２．経営成績 

（１） 当中間期の概況 

① 中間期の業績 

    当中間連結会計期間における我国経済は、輸出の増加や各種景気刺激策による個人消費の持ち直しな

ど、一部で回復の動きが見られたものの、厳しい雇用・所得環境や急激な円高、株価の低迷等もあり、

依然として先行き不透明な状況が続きました。 

    このような経済環境下にありまして、当社グループは、経営基盤強化のため国内各事業の受注確保と

拡販に努めるとともに、新規取引先の開拓や海外子会社との連携を通して積極的な営業展開を進めてま

いりました。また、引き続き経費の削減や業務の見直し等の諸施策を行い、更なる財務体質の強化に努

めました。 

    この結果、当中間連結会計期間の売上高は、前年同期比２９％増の１１９億１５百万円、売上総利益

は、前年同期比３％増の９億円となりました。損益面では、営業利益が前年同期比４６％増の５９百万

円となりましたが、急激な円高の進行による大幅な為替差損の発生等により、経常利益は前年同期比４

７％減の１４百万円を計上するにとどまり、中間純損益といたしましては２１百万円の損失となりまし

た。 

 

    以下、報告セグメントごとに業績の概況をご報告いたします。各セグメントの売上高は、外部顧客へ

の売上高を記載しております。 

    なお、当中間連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第 17

号 平成 21 年３月 27 日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第 20 号 平成 20 年３月 21 日）を適用しております。詳細は、添付資料 20 ページ「４．セ

グメント情報（1）報告セグメントの概要」をご確認ください。 

金属事業 

当セグメントの売上高は 25 億 13 百万円、営業利益は 27 百万円となりました。 

商品別では、建築関係向け表面処理鋼板は低調に推移いたしましたが、冷蔵庫用扉材の表面処理鋼板

が、猛暑の影響やエコポイントキャンペーン効果もあり昨年同様に推移したことに加えまして、海外

向けゲーム機フレーム材の表面処理鋼板も順調に売上が増加いたしました。 

 電線事業 

当セグメントの売上高は 29 億 36 百万円、営業損失は 16 百万円となりました。 

商品別では、重電及び自動車向けの巻線が、エコカー補助金等の影響もあり大幅に伸長し、また、主力

の遊技機及びゲーム機向け機器用電線も好調に推移いたしました。 

 化成品事業 

当セグメントの売上高は 32 億 96 百万円、営業利益は 14 百万円となりました。 

商品別では、主力の配線板用銅張積層板が、車載及びＬＥＤ向けに順調に推移したことに加えまして、

配線板も遊技機向け適用機種の生産が好調に推移したため、大幅に伸長いたしました。また、ＤＶＤ及

びＰＣ向けレーザー用半導体材料も大幅に伸長いたしました。 

 海外 

当セグメントの売上高は 31 億 69 百万円、営業利益は 53 百万円となりました。 

三国（上海）電器件有限公司においては、新機種立上げによるゲーム機用途の配線材料及び液晶フレー

ム材料が好調を維持いたしました。また、エコポイントの影響で白物家電用途の配線板が同様に好調を

維持いたしました。三国（国際）有限公司においては、液晶テレビ用途の導電性フィルム及び配線材料

が好調を維持いたしました。 

 



 ５

   ②キャッシュ･フローの状況 

    当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、９億８６百万円とな

り前連結会計年度末より１億４１百万円増加いたしました。 

各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

 

  （営業活動によるキャッシュ･フロー） 

    当中間連結会計期間において営業活動の結果得られた資金は１６百万円となりました。主な増加要因

は、仕入債務の増加であり、主な減少要因は、売上債権の増加によるものであります。 

 

  （投資活動によるキャッシュ･フロー） 

    当中間連結会計期間において投資活動の結果使用した資金は３百万円となりました。これは主に、投

資有価証券の取得による支出によるものであります。 

 

  （財務活動によるキャッシュ･フロー） 

    当中間連結会計期間における財務活動の結果得られた資金は１億４１百万円となりました。これは主

に、銀行借入金の増加によるものであります。 

 
なお、当社グループのキャッシュ･フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。 

 ９４期 ９４期 ９５期 ９５期 ９６期 

 平成２０年

９月期 

平成２１年 

３月期 

平成２１年

９月期 

平成２２年 

３月期 

平成２２年

９月期 

自己資本比率（％） １７.１ １８.０ ２１.４ ２０.７ １８.５

時価ベースの 

自己資本比率（％） 

 

５.２

 

８.７

 

９.７

 

９.２ 

 

８.０

キャッシュ・フロー 

対有利子負債比率 ― ４.６ ２.０

 

８.５ ８４.４

インタレスト・ 

カバレッジ・レシオ（倍）

 

―

 

１１.９

 

 ３２.５

 

８.７ 

 

 １.０

（注） 

 １．自己資本比率:自己資本／総資産 

 ２．時価ベースの自己資本比率:株式時価総額／総資産 

 ３．キャッシュ・フロー対有利子負債比率:有利子負債／営業キャッシュ･フロー 

４．インタレスト・カバレッジ・レシオ: 営業キャッシュ･フロー／利払い 

（補足） 

１．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数により算出しております。 

３．営業キャッシュ･フローは連結キャッシュ･フロー計算書の営業活動によるキャッシュ･フローを使用し

ております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負

債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ･フロー計算書の利息の支払額を

使用しております。 

４．キャッシュ・フロー対有利子負債比率の中間期での計算は、営業キャッシュ・フローを年額に換算する

ため２倍にしております。 
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（２） 通期の見通し 

    今後の我国経済は、海外経済の減速や円高の進行による企業収益の悪化が懸念されるほか、原材料価

格の高騰や個人所得の低迷など依然として厳しい状況が続くものと予想されます。 

    このような経済環境下にありまして、当社グループは、国内各事業の更なる収益性の改善や強化に加

え、経営改善施策に継続的に取り組むとともに、中国を始めとしたアジアの海外子会社とのより一層の

連携によるシナジー効果の発揮に努め、海外事業の拡大を積極的に展開し、競争力の強化と財務体質の

改善に努めてまいる所存であります。 

    なお、通期の連結業績につきましては、売上高２３,５００百万円、経常利益９０百万円、当期純利

益５０百万円を予想しております。 
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３．中間連結財務諸表等 

１．中間連結貸借対照表 

                                          （単位：千円） 

         期 別 

科 目 
前中間連結会計期間末 

（平成２１年９月３０日現在）

当中間連結会計期間末 
（平成２２年９月３０日現在）

 前連結会計年度末 
（平成２２年３月３１日現在）

〔 資 産 の 部 〕         

流 動 資 産 ６,６６３,２２７

 

７,５８３,０８９ ７,０８８,８４５

  現 金 及 び 預 金 

  受取手形及び売掛金 

  た な 卸 資 産 

  繰 延 税 金 資 産 

  そ の 他 

  貸 倒 引 当 金 

１,１７９,６５９

４,５７８,５４９

７３１,１９１

３７,７７１

２０７,０１４

△ ７０,９５８

９８６,２１２ 

５,５６１,９０２ 

８２５,７０７ 

４５,０９８ 

２５５,９５６ 

△ ９１,７８８ 

８４４,４５６

５,２１３,４１３

７２１,８３５

５２,１１７

３３８,７７５

△ ８１,７５３

固 定 資 産 ７２３,５４７ ６６９,９５３ ７１６,４９６

有 形 固 定 資 産 ３７５,５４５ ３６９,４５８ ３７７,７３６

 無 形 固 定 資 産 ４,５２１ ３,７９０ ３,９６７

 投 資 そ の 他 の 資 産 ３４３,４８０ ２９６,７０４ ３３４,７９２

  そ の 他 

  貸 倒 引 当 金 

３８５,６６４

△ ４２,１８４

３４２,９５５ 

△ ４６,２５１ 
３８０,９９８

△ ４６,２０５

資 産 合 計 ７,３８６,７７５ ８,２５３,０４２ ７,８０５,３４１

〔 負 債 の 部 〕         

流 動 負 債 ５,５４０,６０３

 

６,４４７,６５０ ５,９１３,６３５

  支払手形及び買掛金 

  短 期 借 入 金 

  未 払 法 人 税 等 

役 員 賞 与 引 当 金 

関係会社整理損失引当金 

  そ の 他 

２,９０９,８６４

２,４６２,６９３

８,３６０

―

８,０００

１５１,６８５

３,５４４,１０７ 

２,７７０,６３９ 

９,１７２ 

― 

― 

１２３,７３１ 

３,１７１,３７４

２,６１２,３０３

１０,２７１

５,０００

―

１１４,６８４

固 定 負 債 １９２,６１７ １９６,８４４ ２０３,６９７

  退 職 給 付 引 当 金 

  役員退職慰労引当金 

繰 延 税 金 負 債 

１３３,７５６

３８,２８０

２０,５８０

１２０,３３５ 

５２,５８０ 

２３,９２８ 

１２８,１３３

４５,９４０

２９,６２３

負 債 合 計 ５,７３３,２２１ ６,６４４,４９４ ６,１１７,３３２

〔 純資産の部 〕 

株 主 資 本 １,５６８,８４６

 

１,５７７,５３１ １,６０１,６７８

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

利 益 剰 余 金 

自 己 株 式 

３００,０００

１,３３３

１,２７０,３９５

△ ２,８８２

３５０,０００ 

１,３３３ 

１,２２９,０９６ 

△ ２,８９８ 

３００,０００

１,３３３

１,３０３,２２７

△ ２,８８２

評 価 ・ 換 算 差 額 等 １３,６５６ △ ４８,１０７ １２,２９７

その他有価証券評価差額金 

為 替 換 算 調 整 勘 定 

５,４２１

８,２３５

△ ７,８４４ 

△ ４０,２６３ 

１７,５３３

△ ５,２３５

少 数 株 主 持 分 ７１,０５０ ７９,１２４ ７４,０３２

純 資 産 合 計 １,６５３,５５４ １,６０８,５４７ １,６８８,００８

負 債 ・ 純 資 産 合 計 ７,３８６,７７５ ８,２５３,０４２ ７,８０５,３４１

 



 ８

２．中間連結損益計算書 

                                          （単位：千円） 

         期 別 

 

 

 科 目 

前中間連結会計期間（Ａ）

自 平  成  ２１ 年 ４ 月  １日 
（                  ）
至    平  成  ２１ 年 ９ 月 ３０日 

当中間連結会計期間（Ｂ）

自 平  成  ２２ 年 ４ 月  １日 
（                  ）
至    平  成  ２２ 年 ９ 月 ３０日 

前連結会計年度 

自 平  成  ２１ 年 ４ 月  １日 
（                  ）
至    平  成  ２２ 年 ３ 月 ３１日 

 

Ｂ／Ａ

（％）

売 上 高 

売 上 原 価 

９,２５０,２４３

８,３７２,１１７

１１,９１５,２９０

１１,０１４,９６４

２０,７２０,６９６

１８,９４９,２４０

１２９

１３２

売 上 総 利 益 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 

８７８,１２５

８３７,２６４

９００,３２６

８４０,６８１

１,７７１,４５５

１,７０１,０２７

１０３

１００

営 業 利 益 

営 業 外 収 益 

受 取 利 息 

受 取 配 当 金 

雑 収 入 

営 業 外 費 用 

支 払 利 息 

為 替 差 損 

手 形 売 却 損 

売 掛 金 譲 渡 損 

雑 損 失 

４０,８６１

２３,７２５

１４,１７９

４,６３０

４,９１５

３７,０７６

２０,３１３

１０,７０８

４,７１６

６１７

７２１

５９,６４４

２７,５１７

２０,７３８

２,２９１

４,４８６

７２,６６４

１６,３７５

４８,２２７

５,１１８

―

２,９４２

７０,４２８

５７,２６１

３２,４３２

８,４９０

１６,３３８

５１,４２７

３７,１７８

３,０３８

９,８６８

―

１,３４２

１４６

１１６

１４６

４９

９１

１９６

８１

４５０

１０９

―

４０８

経 常 利 益 

特 別 利 益 

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 

投 資 有 価 証 券 売 却 益 

特 別 損 失 

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 

持 分 変 動 損 失 

２７,５０９

１４,０１２

１３,９６２

５０

７,３９０

―

７,３９０

１４,４９６

―

―

―

１,９７４

１,９７４

―

７６,２６２

７,９７４

７,９２４

５０

７,３９０

―

７,３９０

５３

―

―

―

２７

―

―

税金等調整前中間(当期)純利益 

法人税、住民税及び事業税 

法 人 税 等 還 付 税 額 

法 人 税 等 調 整 額 

３４,１３１

６,８７４

△ １２,２０４

２４,２４６

１２,５２２

１３,６９４

―

１２,３９３

７６,８４５

１７,２２４

△ １２,２０６

１３,４５２

３７

１９９

―

５１

少 数 株 主 損 益 調 整 前 

中 間 (当 期 )純 損 失 (△ ) 

少 数 株 主 利 益 

―

２,０２４

△ １３,５６５

７,４６６

―

７,６８３

―

３６９

中 間 (当 期 )純 利 益 又 は 

中 間 (当 期 )純 損 失 (△ ) １３,１９１ △ ２１,０３２ ５０,６９２  ―

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 ９

３．中間連結株主資本等変動計算書 

前中間連結会計期間（自 平成２１年４月１日 至 平成２１年９月３０日） 

（単位：千円） 

 株主資本 
 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成 21 年 3月 31 日残高 300,000 1,333 1,281,131 △2,822 1,579,643 

中間連結会計期間中の変動額 

 剰余金の配当 

 中間純利益 

 自己株式の取得 

 株主資本以外の項目の中間

連結会計期間中の変動額 

（純額） 

  

△23,928

13,191

 

△60

 

△23,928 

13,191 

△60 

 

 

 

中間連結会計期間中の変動額

合計 
― ― △10,736 △60 △10,796 

平成 21 年 9月 30 日残高 300,000 1,333 1,270,395 △2,882 1,568,846 

 

 評価・換算差額等 
少数株主 

持分 
純資産合計 その他有価証券

評価差額金 

為替換算調整

勘定 

評価・換算差額

等合計 

平成 21 年 3月 31 日残高 △24,031 △9,703 △33,735 47,793 1,593,701

中間連結会計期間中の変動額 

 剰余金の配当 

 中間純利益 

 自己株式の取得 

 株主資本以外の項目の中間

連結会計期間中の変動額 

（純額） 

 

29,453

 

17,939 47,392

 

 

 

 

 

 

23,257 

△23,928

13,191

△60

70,649

中間連結会計期間中の変動額

合計 
29,453 17,939 47,392 23,257 59,852

平成 21 年 9月 30 日残高 5,421 8,235 13,656 71,050 1,653,554

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 １０

当中間連結会計期間（自 平成２２年４月１日 至 平成２２年９月３０日） 

（単位：千円） 

 株主資本 
 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成 22 年 3月 31 日残高 300,000 1,333 1,303,227 △2,882 1,601,678 

中間連結会計期間中の変動額 

 剰余金の配当 

剰余金の資本金組み入れ 

 中間純損失 

連結除外に伴う利益剰余金の増加

 自己株式の取得 

 株主資本以外の項目の中間

連結会計期間中の変動額 

（純額） 

 

 

50,000 

 

△29,908

△50,000

△21,032

26,809

 

△15

 

△29,908 

― 

△21,032 

26,809 

△15 

 

中間連結会計期間中の変動額

合計 
50,000 ― △74,131 △15 △24,147 

平成 22 年 9月 30 日残高 350,000 1,333 1,229,096 △2,898 1,577,531 

 

 評価・換算差額等 
少数株主 

持分 
純資産合計 その他有価証券

評価差額金 

為替換算調整

勘定 

評価・換算差額

等合計 

平成 22 年 3月 31 日残高 17,533 △5,235 12,297 74,032 1,688,008

中間連結会計期間中の変動額 

 剰余金の配当 

剰余金の資本金組み入れ 

 中間純損失 

連結除外に伴う利益剰余金の増加

 自己株式の取得 

 株主資本以外の項目の中間

連結会計期間中の変動額 

（純額） 

 

△25,377

 

△35,027 △60,405

 

 

 

 

 

 

 

 

5,091 

△29,908

―

△21,032

26,809

△15

△55,313

中間連結会計期間中の変動額

合計 
△25,377 △35,027 △60,405 5,091 △79,460

平成 22 年 9月 30 日残高 △7,844 △40,263 △48,107 79,124 1,608,547

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 １１

前連結会計年度（自 平成２１年４月１日 至 平成２２年３月３１日） 

（単位：千円） 

 株主資本 
 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成 21 年 3月 31 日残高 300,000 1,333 1,281,131 △2,822 1,579,643 

連結会計年度中の変動額 

 剰余金の配当 

 当期純利益 

 新規連結に伴う利益剰余金

の減少 

自己株式の取得 

株主資本以外の項目の連結

会計年度中の変動額（純額）

  

△23,928

50,692

△4,668

 

 

△60

 

△23,928 

50,692 

 

△4,668 

△60 

連結会計年度中の変動額合計 ― ― 22,095 △60 22,035 

平成 22 年 3月 31 日残高 300,000 1,333 1,303,227 △2,882 1,601,678 

 

 評価・換算差額等 
少数株主 

持分 
純資産合計 その他有価証券

評価差額金 

為替換算調整

勘定 

評価・換算差額

等合計 

平成 21 年 3月 31 日残高 △24,031 △9,703 △33,735 47,793 1,593,701

連結会計年度中の変動額 

 剰余金の配当 

 当期純利益 

新規連結に伴う利益剰余金

の減少 

自己株式の取得 

株主資本以外の項目の連結

会計年度中の変動額（純額）

 

41,565

 

4,467 46,032

 

 

 

 

 

 

 

26,238 

△23,928

50,692

△4,668

△60

72,271

連結会計年度中の変動額合計 41,565 4,467 46,032 26,238 94,306

平成 22 年 3月 31 日残高 17,533 △5,235 12,297 74,032 1,688,008

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 １２

４．中間連結キャッシュ･フロー計算書 

                                          （単位：千円） 

              期 別 

 

 

 科 目 

前中間連結会計期間 

自 平  成  ２１ 年 ４ 月  １日 
（                  ）
至    平  成  ２１ 年 ９ 月 ３０日 

当中間連結会計期間 

自 平  成  ２２ 年 ４ 月  １日 
（                  ） 
至    平  成  ２２ 年 ９ 月 ３０日 

前連結会計年度 

自 平  成  ２１ 年 ４ 月  １日 
（                  ）
至    平  成  ２２ 年 ３ 月 ３１日 

(１)営業活動によるキャッシュ･フロー 

  税金等調整前中間（当期）純利益 

  減価償却費 

  退職給付引当金の増減額（△減少額） 

  役員賞与引当金の減少額 

  役員退職慰労引当金の増減額（△減少額）

関係会社整理損失引当金の減少額 

  貸倒引当金の増減額（△減少額） 

  受取利息及び受取配当金 

  支払利息 

  持分変動損失 

  ゴルフ会員権評価損 

売上債権の増減額（△増加額） 

  たな卸資産の増減額（△増加額） 

  仕入債務の増減額（△減少額） 

  その他 

   小    計 

  利息及び配当金の受取額 

  利息の支払額 

  法人税等の支払額 

  法人税等の還付額 

 営業活動によるキャッシュ･フロー 

 

(２)投資活動によるキャッシュ･フロー 

  貸付金の回収による収入 

  有形固定資産の取得による支出 

  投資有価証券の取得による支出 

投資有価証券の売却による収入 

  その他 
  
投資活動によるキャッシュ･フロー 

 
 

(３)財務活動によるキャッシュ･フロー 

  短期借入金の純増減額（△減少額） 

  配当金の支払額 

少数株主からの払込みによる収入 

少数株主に対する配当金の支払額 

自己株式の取得による支出 

財務活動によるキャッシュ･フロー 

 

(４)現金及び現金同等物に係る換算差額 

(５)現金及び現金同等物の増減額（△減少額）

(６)現金及び現金同等物の期首残高 

(７)新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 

(８)現金及び現金同等物の中間期末 

（期末）残高 

３４,１３１

８,８６９

５１１

△５,０００

△１２,９２０

―

△６,６８０

△１８,８１０

２０,３１３

７,３９０

―

１２４,２０１

５３２,９３３

△１９９,７２５

８７,９９９

 

１２,５２２ 

８,６４１ 

△７,７９８ 

△５,０００ 

６,６４０ 

― 

１０,２４０ 

△２３,０３０ 

１６,３７５ 

― 

１,９７４ 

△４１２,１４６ 

△１１３,８４１ 

４３６,３７０ 

９３,６２７ 

７６,８４５

１９,９００

△５,１１１

―

△５,２６０

△８,０００

８,２４３

△４０,９２２

３７,１７８

７,３９０

―

△５７５,５１３

 ５４５,２３８

２８２,０４６

△７０,０６９

５７３,２１５

１８,３２８

△１８,７０８

△１０,０７８

４５,９５４

２４,５７５ 

２２,８７５ 

△１６,４２６ 

△１４,６０９ 

― 

２７１,９６７

４０,７５６

△３５,５２２

△１４,７４２

４５,９５６

６０８,７１２

８５８

△１,５７８

△４,１８２

１,１００

９６５

１６,４１５ 

 

 

７８８ 

△１,１０８ 

△４,５０５ 

― 

１,７２２ 

３０８,４１６

２,５９６

△８,８１９

△８,１７８

１,１００

△１６,７４６

△２,８３７

△１,１９５,３６４

△２３,４８７

１６,６０６

△４,９５５

△６０

△３,１０２ 

 

 

１７１,２２８ 

△２９,２８２ 

― 

― 

△１５ 

△３０,０４７

△１,２０２,８６９

△２３,６７３

１６,６０６

△４,９５５

△６０

△１,２０７,２６１

２２,５０１

１４１,９２９ 

 

△１３,４８６ 

△１,２１４,９５１

９,２９２

△５７８,８８５

１,７２７,０９８

３１,４４７

１４１,７５６ 

８４４,４５６ 

― 

△９２７,２９０

１,７２７,０９８

４４,６４８

１,１７９,６５９ ９８６,２１２ ８４４,４５６
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５．中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 １．連結の範囲に関する事項 

    連結子会社 ６社 

    三国（国際）有限公司、三国（上海）電器件有限公司、三国永業（天津）国際貿易有限公司、Mikuni 

Asia Pacific Pte.Ltd.、三国貿易（深圳）有限公司、MIKUNI SHOJI MALAYSIA SDN.BHD. 

前連結会計年度において連結子会社であった Mikuni Europe s.r.o.は、平成２２年４月３０日を

もって解散（清算）したため、当中間連結会計期間より連結の範囲から除外しております。 

２．持分法の適用に関する事項 

    持分法適用会社は、ありません。 

 ３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 

    三国（国際）有限公司、三国（上海）電器件有限公司、三国永業（天津）国際貿易有限公司、Mikuni 

Asia Pacific Pte.Ltd.、三国貿易（深圳）有限公司、MIKUNI SHOJI MALAYSIA SDN.BHD.の中間決

算日は、６月３０日であります。 

    中間連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の中間財務諸表を使用し、中間連結決算日との間

に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。 

 ４．会計処理基準に関する事項 

   （1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

 その他有価証券 

        時価のあるもの……………中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法 

         （評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

        時価のないもの……………移動平均法に基づく原価法 

②たな卸資産……………主として総平均法に基づく原価法 

（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 

③デリバティブ…………時価法 

   （2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

     ①有形固定資産 

       当社は定率法に、また、在外連結子会社は定額法によっております。 

ただし、当社は平成１０年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）については、

定額法によっております。 

②無形固定資産 

     定額法によっております。 

なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（主として５年）

に基づく定額法によっております。 

（3）重要な引当金の計上基準 

     ①貸倒引当金 

        債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収不能見込額を計上しております。 

        a 一般債権 

                  貸倒実績率によっております。 

        b 貸倒懸念債権及び破産更生債権 

          個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 
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②役員賞与引当金 

  役員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

  なお、当中間連結会計期間においては、金額を合理的に見積ることができないため計上して

おりません。 

③関係会社整理損失引当金 

  関係会社の整理に伴う損失に備えるため、当社が負担することとなる損失見込額を計上して

おります。 

      ④退職給付引当金 

        従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しており

ます。 

        過去勤務債務は、従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１０年）による定額法によ

り費用処理しております。 

        なお、数理計算上の差異は、従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１０年）による

定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしてお

ります。 

⑤役員退職慰労引当金 

        役員の退職慰労金の支給に備えるため内規に基づく中間期末要支給額を計上しております。 

    （4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

        外貨建金銭債権債務は、中間連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損 

益として処理しております。なお、在外子会社の資産及び負債は、中間決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資

産の部における為替換算調整勘定及び少数株主持分に含めております。 

   （5）中間連結キャッシュ･フロー計算書における資金の範囲 

        手許現金、要求払預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３ヵ月以内に償還期限及び満期日の到来する短期的な投資からな

っております。 

（6）その他中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

       消費税等の会計処理 

       消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
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会計処理の変更 

 

前中間連結会計期間 

自 平成２１年４月 １日 

（           ） 

至 平成２１年９月３０日 

当中間連結会計期間 

自 平成２２年４月 １日 

（           ） 

至 平成２２年９月３０日 

前連結会計年度 

自 平成２１年４月 １日 

（           ） 

至 平成２２年３月３１日 

― 

 

 

 

 

 

 

 

 

― 

― 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資産除去債務に関する会計基準等）

 当中間連結会計期間より、「資産除

去債務に関する会計基準」（企業会計

基準第 18 号 平成 20 年３月 31 日）

及び「資産除去債務に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針

第 21 号 平成 20 年３月 31 日）を適

用しております。 

なお、これによる営業利益、経常利

益及び税金等調整前中間純利益に与

える影響はありません。 

（退職給付に係る会計基準） 

 当連結会計年度より、「「退職給付に

係る会計基準」の一部改正（その３）」

（企業会計基準第19号 平成20年７

月 31 日）を適用しております。 

なお、これによる営業利益、経常利

益及び税金等調整前当期純利益に与

える影響はありません。 

 

― 

 

 

表示方法の変更 

 

前中間連結会計期間 

自 平成２１年４月 １日 

（           ） 

至 平成２１年９月３０日 

当中間連結会計期間 

自 平成２２年４月 １日 

（           ） 

至 平成２２年９月３０日 

前連結会計年度 

自 平成２１年４月 １日 

（           ） 

至 平成２２年３月３１日 

― 

 

（中間連結損益計算書） 

 「連結財務諸表に関する会計基準」

（企業会計基準第 22 号 平成 20 年

12 月 26 日）に基づき財務諸表等規則

等の一部を改正する内閣府令（平成

21 年 3 月 24 日 内閣府令第５号）の

適用に伴い、当中間連結会計期間で

は、「少数株主損益調整前中間純損失」

の科目を表示しております。 

― 
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注 記 事 項 

（中間連結貸借対照表関係）                            （単位：千円） 

項  目 
前中間連結会計期間末 

（平成２１年９月３０日現在）

当中間連結会計期間末 

（平成２２年９月３０日現在） 

前連結会計年度末 

（平成２２年３月３１日現在）

１．有形固定資産の減価償却

累計額 

２．担保資産 

３．受取手形裏書譲渡高 

４．手形債権譲渡高 

５．非連結子会社に対する 

投資 

 

３５０,０７８

６８,０４８

  ５,８３２

１,２０１,３５１

非連結子会社に対するものは

次のとおりであります。 

投資有価証券(株式)  16,155

 

３６４,５０４ 

６５,６２１ 

  １０,１４２ 

１,４３９,２６９ 

― 

３５９,１６８

６６,５８１

  ７,９５０

１,３０５,１７６

―

 

（中間連結損益計算書関係）                            （単位：千円） 

項  目 

前中間連結会計期間 

自 平成 21 年 4月 1 日 

（           ）

至 平成 21 年 9月 30 日 

当中間連結会計期間 

自 平成 22 年 4月 1 日 

（           ） 

至 平成 22 年 9月 30 日 

前連結会計年度 

自 平成 21 年 4月 1 日 

（           ）

至 平成 22 年 3月 31 日 

１．販売費及び一般管理費のうち 

主要な項目及び金額 

荷造運賃 

従業員給料手当 

賞与 

役員賞与引当金繰入額 

退職給付費用 

役員退職慰労引当金繰入額 

貸倒引当金繰入額 

 

２．収益性の低下による簿価切下額

１０４,８２０

３２１,１１４

５４,０２１

―

２０,１８３

７,５６０

３,０２９

売上原価         １,５０１

 

 

８５,８８３ 

３２１,８１７ 

７２,０１６ 

― 

１９,０００ 

８,０４０ 

１０,２４０ 

 

売上原価      △ １,４８０ 

２００,０２３

６５９,５５８

 １１４,５４８

５,０００

３９,３６３

１５,２２０

１１,９９８

売上原価         ４,００９

 

（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間（自 平成２１年４月１日 至 平成２１年９月３０日） 

１．発行済株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末 

普通株式（株） 6,000,000 ― ― 6,000,000

２．自己株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末 

普通株式（株） 17,885 500 ― 18,385

（注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取による増加分であります。 

３．新株予約権等に関する事項 

  該当事項はありません。 

４．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

平成21年 6月26日 

定時株主総会 
普通株式 23,928 4.00 平成 21年 3月 31日 平成 21 年 6月 29日

（２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるもの 

  該当事項はありません。 
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当中間連結会計期間（自 平成２２年４月１日 至 平成２２年９月３０日） 

１．発行済株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末 

普通株式（株） 6,000,000 ― ― 6,000,000

２．自己株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末 

普通株式（株） 18,385 133 ― 18,518

（注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取による増加分であります。 

３．新株予約権等に関する事項 

  該当事項はありません。 

４．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

平成22年 6月29日 

定時株主総会 
普通株式 29,908 5.00 平成 22年 3月 31日 平成 22 年 6月 30日

（２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるもの 

  該当事項はありません。 

 

前連結会計年度（自 平成２１年４月１日 至 平成２２年３月３１日） 

１．発行済株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式（株） 6,000,000 ― ― 6,000,000

２．自己株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式（株） 17,885 500 ― 18,385

（注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取による増加分であります。 

３．新株予約権等に関する事項 

  該当事項はありません。 

４．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額

（千円） 

１株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

平成21年 6月26日 

定時株主総会 
普通株式 23,928 4.00 平成21年 3月31日 平成 21 年 6 月 29 日

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決議 
株式の 

種類 
配当の原資

配当金の 

総額（千円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 

平成22年 6月29日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 29,908 5.00 平成22年 3月31日 平成 22 年 6 月 30 日
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（中間連結キャッシュ･フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 

自 平成２１年４月 １日 

（            ） 

至 平成２１年９月３０日 

当中間連結会計期間 

自 平成２２年４月 １日 

（            ） 

至 平成２２年９月３０日 

前連結会計年度 

自 平成２１年４月 １日 

（            ） 

至 平成２２年３月３１日 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

現金及び預金勘定     

１,１７９,６５９千円 

現金及び現金同等物      

１,１７９,６５９千円 

 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

現金及び預金勘定      

９８６,２１２千円 

現金及び現金同等物      

９８６,２１２千円 

 

 現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

現金及び預金勘定      

８４４,４５６千円 

現金及び現金同等物     

８４４,４５６千円 

 

 

 

（セグメント情報） 

１．事業の種類別セグメント情報 

前中間連結会計期間（自 平成２１年４月１日 至 平成２１年９月３０日）及び前連結会計年度（自 平

成２１年４月１日 至 平成２２年３月３１日） 

 当社グループは、事業の種類として各種商品販売を行う専門商社であるので、事業の種類別セグメント上 

は、単一業種として取扱っております。 

 従って、事業の種類別セグメント情報は記載を省略しております。 

 

２．所在地別セグメント情報 

前中間連結会計期間（自 平成２１年４月１日 至 平成２１年９月３０日） 

（単位：千円） 

 
日 本 アジア ヨーロッパ 計 

消去又は 

全社 
連 結 

Ⅰ売上高及び営業損益 

売 上 高       

（１）外部顧客に対する売上高 

（２）セグメント間の 

      内部売上高又は振替高 

7,012,511

581,923

1,815,883

178,708

421,848

―

 

 

9,250,243 

 

760,632 

―

△760,632

9,250,243

―

計 7,594,435 1,994,592 421,848 10,010,876 △760,632 9,250,243

営 業 費 用       7,631,068 1,993,912 339,438 9,964,419 △755,037 9,209,382

営業利益又は営業損失（△） △36,632 679 82,409 46,456 △5,595 40,861

（注） １．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

   アジア……香港、上海、天津、シンガポール、深圳 

   ヨーロッパ……チェコ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 １９

前連結会計年度（自 平成２１年４月１日 至 平成２２年３月３１日） 

（単位：千円） 

 
日 本 アジア ヨーロッパ 計 

消去又は 

全社 
連 結 

Ⅰ売上高及び営業損益 

売 上 高       

（１）外部顧客に対する売上高 

（２）セグメント間の 

      内部売上高又は振替高 

15,146,719

1,377,766

5,129,447

324,216

444,530

―

 

 

20,720,696 

 

1,701,983 

―

△1,701,983

20,720,696

―

計 16,524,485 5,453,663 444,530 22,422,679 △1,701,983 20,720,696

営 業 費 用       16,576,812 5,418,013 364,558 22,359,384 △1,709,116 20,650,268

営業利益又は営業損失（△） △52,327 35,650 79,971 63,294 7,133 70,428

（注） １．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

   アジア……香港、上海、天津、深圳、シンガポール、マレーシア 

   ヨーロッパ……チェコ 

 

３．海外売上高 

前中間連結会計期間（自 平成２１年４月１日 至 平成２１年９月３０日） 

（単位：千円） 

 アジア ヨーロッパ 計 

Ⅰ海外売上高 １,８３６,０８８ ４２３,９６０ ２,２６０,０４９

Ⅱ連結売上高 ９,２５０,２４３

Ⅲ連結売上高に占める 

 海外売上高の割合 

 

１９．８％ 

 

 ４．６％ 

 

２４．４％ 

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

 （１）アジア……中国、台湾、シンガポール等 

 （２）ヨーロッパ……チェコ等 

   ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 

前連結会計年度（自 平成２１年４月１日 至 平成２２年３月３１日） 

（単位：千円） 

 アジア ヨーロッパ 計 

Ⅰ海外売上高 ５,１８２,３６２ ４５１,４５６ ５,６３３,８１８

Ⅱ連結売上高 ２０,７２０,６９６

Ⅲ連結売上高に占める 

 海外売上高の割合 

 

２５．０％ 

 

 ２．２％ 

 

２７．２％ 

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

 （１）アジア……中国、台湾、シンガポール等 

 （２）ヨーロッパ……チェコ等 

   ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 

 

 

 

 



 ２０

４．セグメント情報 

（1）報告セグメントの概要 

  当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務諸表が入手可能であり、取締役会が経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

  当社は取扱商品別の事業部を国内に置き、各事業部は、取り扱う商品の販売について国内及び海外の包括

的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。また、海外においては現地子会社が主体となって海外で

の商品販売活動を行っております。 

  したがって、当社グループは、当社（国内）における事業部を基礎とした取扱商品別のセグメントと、海

外子会社を基礎とした海外での商品販売を行うセグメントから構成されており、「金属事業」「電線事業」「化

成品事業」「海外」の４つを報告セグメントとしております。 

  「金属事業」は表面処理鋼板、薄板、電磁鋼板、ブリキ、ステンレス、磨帯鋼等の販売を行っております。

「電線事業」は加工付電線、電子機器用電線、巻線、メッキ線、ゴム製品、絶縁線、裸線等の販売を行って

おります。「化成品事業」は銅張積層板、合成樹脂、絶縁材料、フィルム、半導体、電子部品等等の販売を

行っております。「海外」は各事業の取扱商品の販売を行っております。 

 

（2）報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

当中間連結会計期間（自 平成２２年４月１日 至 平成２２年９月３０日） 

（単位：千円） 

 報告セグメント 

調整額 

（注 1） 

中間連結 

損益計算書

（注 2） 

日 本 

海 外 計 金属 

事業 

電線 

事業 

化成品

事業 

売上高 

 外部顧客への売上高 

セグメント間の内部 

売上高又は振替高 

 

2,513,039 

 

375,230 

2,936,368

261,763

3,296,569

246,587

3,169,312

309,057

 

11,915,290 

 

1,192,638 

―

△1,192,638

11,915,290

―

計 2,888,270 3,198,132 3,543,156 3,478,369 13,107,929 △1,192,638 11,915,290

セグメント利益又は 

セグメント損失（△） 

 

27,813 △16,524 14,178 53,836

 

79,303 △19,658 59,644

（注）１．セグメント利益又はセグメント損失（△）の調整額△19,658 千円には、セグメント間振替高△6,438 千

円、各報告セグメントに配分していない全社費用△13,220 千円が含まれております。 

   ２．セグメント利益又はセグメント損失（△）は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

（追加情報） 

  当中間連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第 17 号 平成 21

年３月 27 日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 20

号 平成 20 年３月 21 日）を適用しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 ２１

（１株当たり情報） 

 

前中間連結会計期間 

自 平成 21 年 4月 1 日

（         ）

至 平成 21 年 9月 30 日

当中間連結会計期間 

自 平成 22 年 4月 1 日 

（         ） 

至 平成 22 年 9月 30 日 

前連結会計年度 

自 平成 21 年 4月 1 日

（         ）

至 平成 22 年 3月 31 日

１株当たり純資産額 

１株当たり中間（当期）純利益又は 

１株当たり中間（当期）純損失（△） 

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）

純利益 

２６４円５６銭

２円２１銭

潜在株式が存在しな

いため記載しており

ません。 

２５５円６９銭 

 

△ ３円５２銭 

潜在株式が存在しな

いため記載しており

ません。 

２６９円８２銭

８円４７銭

潜在株式が存在しな

いため記載しており

ません。 

 

(注) １株当たり中間(当期)純利益又は１株当たり中間（当期）純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

前中間連結会計期間 

自 平成 21 年 4月 1 日

（         ）

至 平成 21 年 9月 30 日

当中間連結会計期間 

自 平成 22 年 4月 1 日 

（         ） 

至 平成 22 年 9月 30 日 

前連結会計年度 

自 平成 21 年 4月 1 日

（         ）

至 平成 22 年 3月 31 日

中間（当期）純利益又は 

中間（当期）純損失（△）（千円） 

普通株主に帰属しない金額（千円） 

普通株式に係る中間（当期）純利益又は 

中間（当期）純損失（△）（千円） 

普通株式の期中平均株式数（株） 

１３,１９１

―

１３,１９１

５,９８２,０３２

 

△ ２１,０３２ 

― 

 

△ ２１,０３２ 

５,９８１,５７１ 

５０,６９２

―

５０,６９２

５,９８１,８２３

 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

 

（開示の省略） 

リース取引関係、金融商品関係、有価証券関係、デリバティブ取引関係、退職給付関係、税効果会計関係、

関連当事者情報に関する注記事項については、中間決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられ

るため開示を省略しております。 

 

 


